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●道内経済の動き�

●平成19年度道内企業の新規採用と雇用動向�

●まちづくりの新潮流と「札幌のまちづくり」の展望（1）�
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最近の道内景気は、横ばい圏内で推移しているものの、持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

住宅投資は、高水準であった前年の反動減もあり、やや弱めの動きとなっている。個人消費

は、天候不順等の影響から春物商品は低調であったが、総じてほぼ横ばいで推移している。

設備投資は、製造業の能力増強投資を中心に幾分上向いている。

生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるもの

の、ほぼ横ばいで推移している。企業倒産は、大型倒産の発生から負債総額は前年を上回っ

たが、件数は減少している。
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①個人消費

３月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．０％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲３．９％）は、衣料品など

が減少し、５ヶ月連続で前年を下回った。ス

ーパー（同▲０．９％）は、衣料品や身の回り

品の減少から、２ヶ月ぶりで前年を下回っ

た。

コンビニエンスストア（同▲１．７％）は、

５ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資

３月の新設住宅着工戸数は、２，７３０戸（前

年比▲２９．４％）となった。持家（同＋０．９％）

はわずかに増加したが、貸家（同▲４０．５％）

および分譲（同▲４．３％）が減少し、前年を

大きく下回った。

１８年度（昨年４月からの累計）では、

４９，９４６戸（前年比▲５．８％）となり、前年を

下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

３月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、金属製品工業などが減少したものの、石

炭・石油製品工業や一般機械工業などが増加

した。

前月比では▲１．６％と３ヶ月ぶりに低下

し、前年比では＋２．０％と６ヶ月連続して上

昇した。

④公共投資

３月の公共工事請負金額は、１，１７３億円

（前年比＋１７．９％）と２ヶ月ぶりに増加した。

１８年度（昨年４月からの累計）では請負金

額９，６１１億円（前年比▲１０．１％）と１兆円を

下回り、減少基調が続いている。

⑤雇用情勢

３月の有効求人倍率（全数）は０．５０倍とな

り、２ヶ月連続で前月比マイナスとなった。

また、新規求人数は卸売・小売業や飲食店

・宿泊業などの減少から前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数

３月の来道客数は、１，０１９千人（前年比＋

１．２％）と２ヶ月連続で前年を上回った。

１８年度（昨年４月からの累計）の来道客数

は、１３，０８２千人（前年比＋３．０％）と旭山動

物園人気や新千歳―羽田間への航空会社の新

規参入効果などから前年を上回った。

⑦貿易動向

３月の道内貿易額は、輸出が前年比１．４％

増の２９９億円、輸入が同５．９％増の１，０７３億円

となった。

輸出は、化学製品や電気機器などが増加

し、４ヶ月連続で前年を上回った。

一方、輸入は石油及び粗油や石炭などが増

加し、２ヶ月ぶりに前年を上回った。

⑧倒産動向

４月の企業倒産は、件数は４７件（前年比

▲２１．７％）と前年を下回ったが、負債総額は

１３９億円（同＋２６．２％）と増加した。

業種別では、建設業が２１件と最も多く、続

いて卸売業、サービス・他（各８件）となっ

た。

道内経済の動き

― ３ ―
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1

常用従業員でみた労働需給の現状は、

「不足」とみる企業が「過剰」とみる企

業をわずかに上回った。今春、新卒者を

採用した企業は３３％で昨年より幾分減少

した。昨年に比べ新卒者の評価および充

足率はともに低下し、採用企業にとって

は、やや満足度に欠ける結果となった。

中途採用については、新卒者を「採用し

た、しない」にかかわらず、意欲的な企

業が多い。今後１年間の従業員数は、幾

分増加が見込まれる。

従業員の過不足感

道内企業の従業員の過剰感は、ほぼ解消さ

れ、わずかながら不足感がみられる。

現状の常用従業員について「適正」とみる

企業（７１％）は７割を超えた。一方、「過

剰」とみる企業（１４％、回答社数百分比、以

下同じ）から「不足」とみる企業（１５％）を

差し引いた雇用人員判断DI（△１）は昨年

同時期（±０）より１ポイント低下した。３

月調査で不足感がみられたのは、現行方式で

の調査を開始した平成１３年以来初めてであ

る。ただ、業種別にみるとバラツキがあり、

過剰感が強いのは建設業、卸売業などであ

る。反面、不足感が強いのは食料品製造業、

運輸業、ホテル・旅館業などとなった。

＜図１、図３＞

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
平成１９年度道内企業の新規採用と雇用動向

判断時点
平成１９年４月上旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」－「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４８６ １００．０％
札幌市 １７５ ３６．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、胆

振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０４ ２１．４
道 南 ４０ ８．２ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ８３ １７．１ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部

道 東 ８４ １７．３ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４８６ ６０．８％
製 造 業 ２２０ １３５ ６１．４
食 料 品 ７５ ４２ ５６．０
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２３ ６５．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３０ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ４０ ６６．７
非 製 造 業 ５８０ ３５１ ６０．５
建 設 業 １８０ １２３ ６８．３
卸 売 業 １００ ６４ ６４．０
小 売 業 １２０ ６６ ５５．０
運 輸 業 ７０ ３３ ４７．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２１ ７０．０
その他の非製造業 ８０ ４４ ５５．０

特別調査

雇用人員判断にわずかに不足感
平成１９年度道内企業の新規採用と雇用動向

要 約

調 査 要 項

― ４ ―
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新規採用状況

今春、新卒者を「採用した」企業は３３％で

昨年より４ポイント減少した。この内訳をみ

ると、昨年より「採用を増やした」企業は

１９％、「同人数を採用した」企業は６％、「採

用を減らした」企業は８％となった。

相対的に採用意欲が強い業種は、従業員の

不足感のみられる鉄鋼・金属製品・機械製造業

やホテル・旅館業のほか、卸売業も過剰感は

あるが採用に意欲的である。反面、運輸業は

不足感があるものの新規採用に慎重である。

＜図２、図４＞

新規採用者の評価など

新規採用を「実施した」企業（３３％、１６１

社）に新卒者の評価など、以下の項目につい

て聞いた。

①新卒者の評価については、「良い人材が採

用できた」とする企業（４５％）が昨年に比べ

７ポイント低下し４割台半ばとなり、「従来

と変わらず」とする企業（５２％）は半数を超

えた。 ＜表１＞

②採用予定人数に対しての充足率について

は、「予定どおり」の企業（７３％）は７割強

となったが、昨年同時期に比べると６ポイン

ト低下した。前述の人材評価と合わせて勘案

すると、採用企業にとっては、やや満足度に

欠ける結果となった。 ＜表２＞

③採用する際の重視項目（複数回答）は、

「積極性」（８０％）が第１位に挙げられた。次

いで「責任感」（７１％）、「協調性」（７０％）など

となっている。 ＜表３＞

④新規採用にあたり、企業が重視した項目

（複数回答）をみると、「業績の推移を重視」

する企業（４７％）は昨年に比べ４ポイント上

昇し最多となった。続いて「年齢構成の改善

を図る」企業（４０％）は鉄鋼・金属製品・機

械製造業で７割弱となるなど高いウェイトを

占めた。また「将来の人手不足に備える」企

業（３５％）は昨年に比べ１０ポイント上昇し、

食料品製造業、小売業などで決定要因の第１

位に挙げられた。 ＜表４＞

＜図１＞従業員過不足感DI ＜図２＞新規採用企業数（％）

特別調査

― ５ ―
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⑤新規採用を実施した企業に、中途採用を実

施するか否か聞いた。「必要があれば実施す

る」企業（６７％）は昨年同時期と比べ１３ポイ

ント上昇し３分の２となった。新卒者の採用

に加え、中途採用を念頭に置いている企業が

多い。一方、３月調査時点で「未定」とする

企業（２９％）は３割弱となった。 ＜表５＞

新規採用を実施しなかった企業の理由

今春、採用を見合わせた企業（６７％、３２５

社）にその理由（複数回答）を聞いた。

「現従業員で十分」とする企業（６０％）が６

割で第１位となった。また「随時、中途採用

する」（４５％）も４割台半ばとなり、中途採用

については、前問の結果をも考慮すると多く

の企業が柔軟な姿勢をとっている。また、

「パート・アルバイトの活用」（２１％）で人件

費抑制を図る企業も目立ったほか、「採用す

る余裕がない」（１７％）や「教育・訓練に時間

がかかる」とする企業（１０％）もみられた。

＜表６＞

従業員の増減見通し

今後１年間の従業員の増減見通しを聞い

た。「増加する」とした企業（１８％）から「減

少する」とした企業（１５％）を差し引いた

DIはプラス３となった。昨年同時期調査に

比べ４ポイント上昇し、増員志向が強まっ

た。業種別にみると、建設業およびホテル・

旅館業のDIがマイナスとなるなど非製造業

（△２）で人員抑制志向が強いが、製造業

（＋１６）では食料品製造業、鉄鋼・金属製品

・機械製造業などでDIがプラスになるなど

人員増強志向が強い。

＜表７＞

特別調査

― ６ ―
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＜図3＞従業員の過不足感�
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＜図4＞新規採用状況�

全 産 業�

0 20 40 60 80 100％�

0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

昨年�
採用企業�

40

39

32

56

31

36

36

44

35

12

48

35

37
19 6

33
67

8

18 7

34
66

9 20 5

33
67

8
製 造 業� 非製造業�

食 料 品 � 建 設 業�

卸 売 業�

小 売 業�

運 輸 業�

ホテル・旅館�

木材・木製品�

鉄鋼・金属�
製品・機械�

その他の�
製 造 業�

採用した� その他の�
非製造業�

採用しない�

採用数を増やした�

採用数は変わらない�

採用数を減らした�

16 6

27
73

5

6 5 11

22
78

24 13

50
50

13

23 5

38
62

10

14 4

23
77

5

22 8

42
58

12

25 3

39
61

11

18 4

22
78

43

57
43

95

20 7

36
64

9

特別調査

― ７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３１／本文／００４～０１１　特別調査  2007.05.16 19.36.54  Page 7 



（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ４５
（５２）

３５
（５２）

５０
（６７）

２０
（４０）

２１
（４７）

４３
（４５）

４９
（５２）

５８
（５９）

４２
（５８）

４８
（５４）

４３
（－）

２５
（１４）

６７
（５３）

�従来と変わらない ５２
（４７）

６３
（４８）

５０
（３３）

６０
（６０）

７９
（５３）

５７
（５５）

４７
（４６）

３８
（４１）

５４
（４２）

４８
（４２）

４３
（１００）

７５
（７２）

３３
（４７）

�良い人材を採用できず ３
（１）

２
（－）

－
（－）

２０
（－）

－
（－）

－
（－）

４
（２）

４
（－）

４
（－）

４
（４）

１４
（－）

－
（１４）

－
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�予定どおり ７３
（７９）

７３
（８０）

７０
（７３）

８０
（８０）

７９
（８４）

６６
（８２）

７３
（７８）

７３
（７７）

７３
（８４）

６０
（７５）

８６
（１００）

７５
（７８）

８６
（７３）

�９割台 ７ ５ － － ７ ７ ８ ８ ８ ２０ － － －

�７～８割台 ７ ５ １０ － － ７ ８ ８ － １６ １４ ８ ７

�５～６割台 １２ １６ ２０ ２０ ７ ２０ １１ １１ １９ ４ － １７ ７

�３～４割台 － － － － － － － － － － － － －

�２割未満 １ １ － － ７ － － － － － － － －

〈表１〉新規採用内定者の評価
（単位：％）

（ ）内は昨年実績

〈表２〉採用予定人数に対しての充足率
（単位：％）

（ ）内は昨年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�積極性
①
８０

①
８７

②
８２

①
６０

①
９３

①
９３

①
７７

③
７５

①
８１

①
８４

②
７１

③
５８

①
８１

�責任感
②
７１

③
７４

①
９１

②
４０

③
６０

②
８７

②
７０

①
８２

②
７０

③
６０

①
１００

①
７５

③
５０

�協調性
③
７０

②
７６

③
７３

①
６０

②
７３

②
８７

③
６８

②
７９

②
７０ ４８

②
７１

②
６７

②
７５

�誠実性 ６４ ６７ ６４
①
６０

③
６０

③
８０ ６３ ７１

③
５９

②
６４

②
７１

①
７５ ３８

�一般常識 ４０ ３３ ９ ２０ ５３ ３３ ４３ ４６ ５２ ２８
②
７１ ４２ ３８

�コミュニケーション能
力 ３２ ２０ ９ － ２７ ２７ ３７ ４３ ３０ ４０ ５７ ３３ ３１

�自立性 ２９ ３０ ２７ ２０ ３３ ３３ ２８ ３２ ４１ ２８ ４３ － １３

�専門知識 １９ ２２ ２７
②
４０ ２７ ７ １７ ２１ ７ ４ ４３ ８ ４４

	地元出身者である １１ １５ ２７ ２０ １３ ７ ９ ４ １９ － １４ １７ ６


公的資格がある ７ ４ － － ７ ７ ９ １８ － ４ － ８ １９

�リーダーシップ ７ ２ － － － ７ ９ １１ － ２０ － － １３

�学業成績 ５ ７ － － ７ １３ ４ － １１ ４ － － ６

その他 １ ２ － － ７ － １ － ４ － － － －

〈表３〉採用する際の重視項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�業績の推移を重視
①
４７
（４３）

①
５０
（４０）

②
２７
（５０）

①
４０
（１４）

②
５３
（５０）

①
６７
（２５）

①
４６
（４４）

①
６８
（４９）

①
４１
（３３）

③
３２
（４２）

①
５７
（－）

②
３３
（６０）

①
４４
（５０）

�年齢構成の改善を図
る

②
４０
（４４）

②
４３
（５６）

①
３６
（４４）

－
（２９）

①
６７
（６５）

②
４０
（７５）

②
３８
（３８）

②
４６
（４７）

①
４１
（４１）

②
３６
（１７）

③
２９
（５０）

②
３３
（４０）

②
３１
（３８）

�将来の人手不足に備
える

③
３５
（２５）

③
３７
（２９）

①
３６
（２５）

２０
（５７）

③
４０
（３５）

②
４０
（８）

③
３５
（２３）

③
３９
（３６）

①
４１
（１５）

①
４０
（８）

１４
（２５）

１７
（１０）

②
３１
（３１）

�退職者の補充にとど
める ２６

（３０）
２８
（２４）

１８
（２５）

①
４０
（２９）

２０
（２５）

②
４０
（１７）

２５
（３２）

１８
（３０）

②
３７
（３３）

１２
（３８）

②
４３
（５０）

①
４２
（４０）

１９
（１９）

�生産販売部門の強化
を図る ２５

（３１）
３３
（４０）

①
３６
（２５）

２０
（４３）

２７
（４０）

②
４０
（５８）

２２
（２７）

１８
（１７）

３３
（４４）

１６
（３３）

－
（－）

２５
（－）

２５
（４４）

�人材確保の好機であ
る ２４

（２５）
２０
（２０）

９
（２５）

－
（－）

２７
（１０）

２７
（４２）

２６
（２７）

１１
（１５）

３０
（２２）

２４
（３３）

１４
（－）

①
４２
（６０）

①
４４
（５０）

�事業の拡大を図る ２０
（２２）

２４
（１６）

①
３６
（２５）

２０
（１４）

２０
（５）

２０
（２５）

１８
（２４）

１１
（１９）

２６
（２２）

２０
（３３）

③
２９
（－）

８
（１０）

１９
（４４）

�景気動向を重視 １４
（１１）

１５
（１１）

－
（－）

－
（－）

③
４０
（２０）

７
（１７）

１４
（１１）

１４
（１３）

７
（１１）

１６
（－）

１４
（－）

８
（２０）

２５
（１９）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�必要あれば随時、中途
採用をする

６７
（５４）

６５
（５０）

８２
（６３）

４０
（２９）

５３
（４０）

７３
（６４）

６７
（５６）

５９
（４１）

６３
（５８）

６３
（５２）

７５
（５０）

８３
（９０）

８０
（８１）

�中途採用はしない ４
（１０）

７
（７）

９
（６）

－
（－）

７
（１０）

７
（９）

４
（１１）

７
（１５）

４
（１５）

４
（１３）

１３
（－）

－
（－）

－
（－）

�未定 ２９
（３６）

２８
（４３）

９
（３１）

６０
（７１）

４０
（５０）

２０
（２７）

２９
（３３）

３４
（４４）

３３
（２７）

３３
（３５）

１２
（５０）

１７
（１０）

２０
（１９）

〈表４〉企業の新規採用決定要因（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は昨年実績

〈表５〉新規採用実施企業の中途採用計画
（単位：％）

（ ）内は昨年実績

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�現従業員で十分
①
６０
（６０）

②
５２
（５４）

①
５７

①
６１

②
５３

②
４０

①
６２
（６２）

①
６３

①
８１

①
５８

①
５６

①
４４

①
５４

�随時、中途採用する
②
４５
（４２）

①
５３
（４６）

②
５３

③
３３

①
６７

①
６０

②
４１
（４１）

②
４１

②
３０

③
４３

②
４８

①
４４

②
４６

�パート・アルバイトを
活用する

③
２１
（２１）

③
２４
（２４）

③
４０ １７

③
７

③
２０

③
２０
（２０）

６
③
２４

②
４５ ２０

③
３３

③
２１

�採用する余裕がない １７
（１５）

１４
（１０）

３
②
３９ － １６ １９

（１６）

③
２２

③
２４ ８

③
２８ ２２ ７

�教育・訓練に時間がか
かる １０

（６）
６
（１０）

３ １１
③
７ ４ １１

（５）
１１ ８ １０ ２４ － １１

�募集したが、人材がい
なかった ２

（４）
１
（６）

３ － － － ３
（３）

３ ５ ３ － １１ －

�その他 １
（２）

１
（４）

－ ６ － － １
（１）

１ ３ － － － －

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�増加する １８ ２４ ３３ ９ １７ ２６ １５ １４ １１ １６ ２２ ５ ２５

	変わらない ６７ ６８ ６４ ６８ ８０ ６６ ６８ ６５ ７５ ７１ ５６ ７９ ５９


減少する １５ ８ ３ ２３ ３ ８ １７ ２１ １４ １３ ２２ １６ １６

DI（A－C） ３ １６ ３０ △１４ １４ １８ △２ △７ △３ ３ ０ △１１ ９

昨年同時期DI △１ ９ １３ △５ ２５ △３ △４ △１０ △６ △３ ６ △１０ ８

〈表６〉新規採用しなかった企業の理由（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は昨年実績

〈表７〉今後１年間の従業員の増減見通し
（単位：％）
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今回の調査では、わずかに従業員の不足感がみられたものの、新規採用については企業の

慎重姿勢が強まりました。景気の先行きが不透明なことや、新人を教育する余裕が無いこと

がその背景にあると思われます。しかし中途採用を含めた人員確保には意欲的で、幅広く即

戦力の人材を求めていることがうかがわれます。

以下に、雇用の問題点や計画など、企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

●＜水産加工業２社＞ 都会での希望者が多

く地方の過疎化が進む。中国人研修生の受け

入れや、派遣社員で対応する。

●＜かまぼこ製造業＞ 若い人は少しでも辛

い仕事だと辞めてしまう。むしろ未経験者で

も働かねばならない人（３０歳代）のほうが定

着率が良い。

●＜合板製造業＞ 中途で多数採用している

が、今後も実情に合わせ臨機応変に対応す

る。

●＜建具製造業＞ ここ数年、専門学校の新

卒者を採用してきたが、中間層がいないため

今年度はある程度技術のある人を中途採用す

るが、基本的には自社で育成する方針であ

る。高度な技術を習得するには１０年かかるの

で、年齢構成のバランスが重要である。

●＜製材業＞ 新卒者を教育訓練する時間が

なく、戦力となる人材を中途採用したい。こ

れからの木材業界の営業は木材や建材器機を

売るだけでなく、住宅の施主、建築主を開拓

することが重要である。

●＜機械製造業＞ 最近５～６年間、新卒採

用を実施しなかったため、平均年齢が高くな

ってきた。今後は少数でも新規採用したい。

●＜機械製造業＞ ある程度の雇用計画をた

てているが、少人数の企業では予想外の退職

者が発生すると、新規や中途で良い人材を確

保することが難しく業績にマイナスとなる。

●＜鉄鋼業＞ 生産効率を上げるには機械へ

の投資と技術力のアップが不可欠である。採

用にあたっては、次世代の技術者養成も念頭

においているが、人件費の高騰、社会保険料

および労働保険料等の負担増、繁忙期と閑散

期の対応などの問題もあり慎重を期してい

る。

●＜鋼材加工業＞ 適当競争と価格競争が激

しい中、新卒者では対応できない。中途採用

で補充する。

●＜製本業＞ 受注増を残業とパート・アル

バイトの活用で補っている。同業者の廃業な

どで仕事量の増加が続くなら増員も考慮す

る。

●＜建設業＞ 現状の経営環境では雇用どこ

ろか、さらにリストラを進めるしかない。

●＜建設業＞ 新規採用者は配属部署の効率

が上がるようにしているが、毎年継続的に採

用することが出来ないため、業務にムラが出

来たとき柔軟に対応できない。

経営のポイント

即戦力の中途採用に重点
〈企業の生の声〉

― １２ ―
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●＜消防施設工事業＞ 新規採用は長年同じ

大学と専門学校に直接依頼している。入社後

に各部門の責任者の下で教育と実践を進めて

いる。各部門の業績は、社員の昇給・賞与に

反映され、熱意と責任に応えている。

●＜マンション分譲＞ 業務内容に法的なも

のが多く専門的知識が必要となる。本来は新

卒採用後、教育研修によって育てるべきだ

が、現在の収益力、人員体制では思うように

進められず中途採用で対応している。

●＜マンション分譲＞ 有資格者を採用基準

としているが、高額物件の販売であり新卒者

に対応させるには不安がある。

●＜管工事業＞ 売上が減少する中、この数

年退職者を補充していない。従業員の高齢化

と後継者問題も発生する。将来に備え人材を

育成すべきか、目先の収益を優先すべきか苦

慮している。

●＜管工事業＞ 中途採用を募集しても、当

社の必要資格に合う人材が見つからない。さ

らに好景気の道外へ技術者が流出している。

新規採用者は入社後３年で、３分の１が残れ

ば良い方である。

●＜土木工事業＞ ベテランから若手への交

替時期であるが、工事には免許と監理技術者

が必要なため、なかなかスムーズにいかな

い。

●＜土木工事業＞ 官庁工事が減少してお

り、完工高に合った人員を見直すと現状では

技術者が過剰である。しかし、専門知識を有

す職員が定年退職すると仕事があっても人が

いない状態になり、経営判断が難しい。

●＜防水工事業＞ 従業員の高齢化など将来

の人手不足に備え新規採用をするが、利益が

出ない中で厳しい。技術を習得するには５年

はかかるが、なかなか定着しない。

●＜穀物卸売業＞ 定年延長に伴う高齢化と

人件費の増加、および団塊世代の退職に伴う

技術の継承を如何にするか社内を挙げて検討

中である。

●＜酒店＞ 商社による道内企業の系列化、

経営統合による大手チェーンの寡占化など経

営環境が大きく変化している状況の中で、人

件費の管理が重要になる。

●＜コンビニエンスストア＞ パート、アル

バイトの中から、意欲のある人を準社員、正

社員に育てる。

●＜コンビニエンスストア＞ 長期で働いて

くれる優秀な人材を確保するため、保育園児

のいる従業員（週３０時間超の勤務）に月３０００

円を支給する。

●＜作業用品店＞ 新規出店のペースを上げ

るため新規採用数を増やす。地方都市への出

店は地元からの中途採用も考える。当社の魅

力を高めることで必要人数を確保したい。

経営のポイント

― １３ ―
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●＜生コン輸送業＞ 年度末に翌年の計画を

立てて人員を補充するため、新卒募集時期に

間に合わないのが現状で、パート・アルバイ

トで対応する。

●＜運輸業＞ 数年間、退職者の補充をしな

かったが、人員の高齢化も進み労働災害の増

加を懸念しなければならない状況になってき

た。

●＜都市ホテル＞ 売上が低迷している部署

に外部からの採用も含め、企画力と行動力の

ある人材を登用したい。

●＜自動車整備業＞ 新卒者は生活環境から

の教育が必要となり、難しさを感じる。異業

種からの中途採用を積極的に実施し、新しい

アイデアやノウハウを活用している。

●＜産業廃棄物処理業＞ 入札は一般競争と

なり契約金額が下がっているため、適正人員

にして人件費の削減を図る。

●＜仕出し業＞ 該当するパートには社会保

険、厚生年金、雇用保険、労災保険を適用し

ている。業績が低下すると負担になるが、是

非とも維持したい。

●＜仕出し業＞ パート・アルバイトでは販

売製造の責任を負わせられない。また、優秀

な人は中途採用でも集まらず、新卒者は教育

に時間がかかる。

経営のポイント

― １４ ―
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本稿をご覧になりました皆様には、今回はこれまでの本稿欄とは明らかに傾向の異なるレポー

トとなっていることにお気づきになったと思います。

「何事につけても、時折は大きく視座のシフトを図る事も、あるいは必要なのかもしれません

ね…。」こんな筆者の勝手な思いを感じ取っていただき、ご高覧いただければ幸甚です。

はじめに

現在、日本経済は全体では緩やかな景気の回復が見られていますが、地方部では依然厳しい環

境にあるといえます。

地域間格差はますます顕著になってきていることは、単に個人の所得水準を表す事だけにとど

まらず、地域経済そのものを表すメルクマールとして位置づけられる県民所得において（２００６年

３月内閣府発表「２００３年度県民経済計算」）、上位１０都府県の増減率平均は前年度と比較して、

１．２％伸びたのに対して、下位１０県の数字はマイナス０．７％と減少している現実を見れば判然とし

てきます。

豊かな地域はさらに富み、下位にランクされた地域は一段と貧しくなっていかざるをえないと

いった傾向が出始めていることは紛れもない事実です。

先日、全国的な景気回復の流れを受け日銀は利上げに踏み切ったところでもありますが、しか

し、「北海道は製造業等が極めて少ない等の構造的特徴もあり、雇用状況は一向に改善されてい

ない状況にあり、道内景気は横ばい状況のままであり、全国の中でも落ち込みの目立つ地域であ

る。」と、依然厳しい評価を受けています。

なかなか元気になれない地方の活性化が大きな課題として、議論されているのですが、隘路を

なかなかクリアーできない状況が余りにも長く続いているのも否定できない現実です。

国ベースにあっては、２００２年４月に都市再生本部において「全国都市再生のための緊急措置―

稚内から石垣まで」を策定していますし、その後２００４年３月には「都市再生特別措置法」の改正

により「まちづくり交付金制度」が創設されています。

さらに２００５年には「地域再生法」施行および政府による「地域再生プログラム」の策定が図ら

れています。

「地域再生プログラム」の骨子は、①地域再生に資する事業に対し税制上の特例措置を創出

し、民間による地域再生を促進する ②各省庁に横断的な新たな交付金制度（地域再生基盤強化

交付金）を創出し、これを年度間にわたり使用しうることおよび他の類似事業へ充当できるよう

にする ③補助金等適正化法の手続きの特例により、補助金で建てた施設を転用する際の手続き

を簡素化する等となっています。

いずれにしても、結論として我々が間違いなく求められていることは、「中央依存の仕組みか

らのパラダイムのシフト」を図っていくことなのだと思います。

北海道にあっても、少なくともこれ迄においてこの視点に立った上で一連の課題解決に向け経

経営のアドバイス

まちづくりの新潮流と「札幌のまちづくり」の展望（１）
札幌学院大学大学院 地域社会マネジメント研究科

教授 太田 清澄
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済政策、金融政策、雇用政策、産業政策（北海道においてはとりわけ農業政策、観光政策）、地

域・都市政策等の多様な分野からそれぞれの切り口で様々な施策が試行されてきました。

本稿では諸政策の中から特に地域・都市政策（「まちづくり」）の立場から「札幌のまちづく

り」を具体例として、地域・都市再生（まちづくり）の実践的スキーム（手順）を考察していき

たいと思います。

１ 地域・都市政策（まちづくり）に関わる潮流

具体的に「札幌のまちづくり」を考える前に、先ずは地域・都市政策（まちづくり）に関わる

世界的な潮流を概観しておきたいと思います。

世界の潮流を理解し、その上でそれぞれの地域・都市における固有の文脈を読み取り、その地

域・都市にあったコンセプト（全体を貫く基本的な視点や考え方）を探っていくことが絶対条件

だと考えています。

当然のことですが、自ずと固有の文脈はそれぞれの地域・都市で異なっていなければならない

はずです。

しかし、いずれの地域・都市にあっても、再生に向けて求められるべき共通の基本理念は、

「地域力の形成」にあることは誰しもが認めるところではないでしょうか。

私自身この１０数年間道内において、地域・都市再生（まちづくり）の課題に取り組んできた所

ですが、近年においては、この「地域力の形成」を具現化していくための手法として、特に「サ

スティナビリティ（持続可能な社会の形成）」と「都市経営のための新たな担い手の創出」とい

う２つの論理とそれぞれの具体的枠組みに注目し、これを基軸とした実践的活動を試みてまいり

ました。

１－１ サスティナビリティ（持続可能な社会の形成）

「サスティナビリティ（持続可能な社会の形成）」という言葉は、最近では随分とポピュラー

となってきた感がありますが、初めて耳にする方も居られるのかもしれません。

「サスティナビリティ」とは何なのか。ここではスペースの関係から、４つの大きなターニン

グポイントを示す範囲に留めさせていただきますが、少なくともこれで「サスティナビリティ」

に関わる思想的背景・潮流や骨子は概ね理解していただけると思います。
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サスティナビリティの系譜

１９８７年「環境と開発に関する世界委員会」（「ブルトラント委員会」）

「サスティナブル・デベロップメント」という概念を定義し世界的合意形成を図った

１９９２年「国連環境開発会議」（「地球環境サミット」）

「環境と開発に関するリオデジャネイロ宣言（リオ宣言）」及び「アジェンダ２１」（ロー

カル・アクションプラン）の採択

１９９６年「サスティナブル・シティ・レポート」

それまでヨーロッパにおける各都市が個別に取り組んできた都市政策に共通の理念を

与えたものである

「市場の限界」を大前提とし、市民一人一人が自己の経済活動に集団的制約を課すこ

とを自主的に受け入れる「社会契約」モデルを構築すべき点を示唆

環境・経済・社会を政策統合したエコシステム思想の導入の提案

都市環境の構成要因として文化的資産を再評価

１９９８年「ヨーロピアン・サスティナブル・シティ・レポート」

サスティナブル・シティの理論・政策目標を体系化：

「生活の質（Quality of Life）」の持続的な向上をキーワードとして明示

これを機に、是非とも関連文献等を一読し、キーワードとして「サスティナビリティ」につい

てより詳しく理解しておいて戴くことをお勧めしたいと思います。

１－２「サスティナブル・デベロップメント」

概観してきたところのサスティナビリティの具現化に向けては、当然バックグランド等を考慮

した上で様々な戦略的手法の展開があります。

私自身は先述したところの「ブルトラント委員会」で一般的に定着されたといわれている「サ

スティナブル・デベロップメント」の考え方を基本に据えて、これまでにそれぞれのまちに相応

しい理論構築や実践を試みて来ました。

＜図－１＞はこの「サスティナブル・デベロップメント」の概念をベースとして、具体的展開

に向け取り組むべき要因やメニューを落とし込んだ構造図です。

あくまでもこの構造図は私の価値観、考え方によるものであって、全く別の視点から組み立て

られるものも当然あると思われますが、しかしどのような場合にあっても基本的なことは、「サ

スティナブル・デベロップメント」の展開の狙いとするところは①経済性監理 ②社会的環境監

理 ③社会性監理の３つの分野における様々な要因を、従来のような単一的な思想ではなく、三

相から統合的にとらえてアプローチしていく点にあります。
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さらにもう一歩踏み込んで「地域・都市の再生（まちづくり）」を具現化していくためには、

この社会・環境、経済の３分野にさらに空間デザインを加えたトータルな視点に立った地域社会

マネジメントが必要になっていくことになると思います。

図－１「自立・持続的地域展開（サスティナブル・デベロップメント）」の構造

１－３ 都市経営の新たな担い手の創出

「サスティナブル・デベロップメント」と並んで、サスティナビリティの具現化に向けて私が

もう一つの有効的な手法としてとらえているものに「PPP《Public Private Partnership（公民連

携）》」注１）に代表される「新たな担い手の創出」というテーマがあります。

＜図―１＞「サスティナブル・デベロップメント」をご覧下さい。この図の経済性監理に基づ

注１）イギリスにおけるサッチャー政権下の主要政策であったところの、「小さな政府」づくりを標榜し国有企業を民営化すると共に、政府部
門に民間の経営原理を積極的に導入するなどの改革を骨子としたNPM（New Public Management）の課題、評価を踏まえてブレア政権下におい
て生まれた政策である。
PPP（公民連携）とは正に文字通り「官」と市民や企業（＝「民」）が手を携えて取り組むことであるが、その特徴について北海道大学大学

院・宮脇淳氏は「単純な『官から民へ』の考え方ではなく、地域に対する役割と責任の再構築によるパートナーシップを創造するため、行政・
民間企業・国民・住民の新たなパワー関係を形成するための考え方を整理する」ものであるとしている。
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く開発の箇所に「社会的共通資本」という要因があります。

「社会的共通資本」とは自然資本、インフラ資本、制度資本の３つから社会資本整備は考えら

れるべきであると提唱される新しい概念ですが、近年に至りさらにこれらに併せ、文化資本そし

て関係資本を加えた相互の関わり方（重層化）の重要性が指摘されてきています。

ここではこの関係資本について考えて見たいと思います。

＜図―２＞は私が作成した「共有するドメインの創出」という標題の図面です。

この図の意図する主旨は２つあります。一つ目は市民、企業、行政といった３つのセクターの

枠組みにとらわれない仕事の仕方を考えることが必要となってくることと、二つ目は、新たな担

い手となり得るものはこれまでの既成の３つのセクター（行政・住民・企業）も含めて６つのポ

ジションに存在するということです。

例えば、行政と住民の間のポジションにはNPOがありますし、住民と企業の間のポジションに

は「コミュニティビジネス」・「まちづくりビジネス」があります。また企業と行政の間のポジシ

ョンにはPFIやRFPといった構造が考えられます。

ただし、この場合の必須条件として、既成の３つのセクターはそれぞれにスキルアップを図っ

ていくことが求められます。

それぞれのスキルアップとは、例えば行政セクターであればNPM（New Public Management）

へのシフトであり、住民セクターであれば「住民」から本当の意味でのシチズンシップを有する

「市民」へのシフトであり、企業であれば、「CSR（Corporate Social Responsibility）：企業の社会

に対する応答責任」を確立した企業体へのシフト等を意味します。

ここでは、少なくとも是非この６つのポジションの存在と相互の位置づけを理解しておいて戴

きたいと思います。

図－２「都市経営の新しい仕組み作り＝共有するドメインの創出」
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２ 「札幌のまちづくり」のグランドデザイン

これまでに世界的潮流と地域再生のためのキーワードや具体的戦略手法等について、私の視座

から少し幅広に概観して来たところですが、ここからは、これ等を踏まえた上で「札幌のまちづ

くり」ということにテーマを絞って考察を進めていきたいと思います。

先日北海道新聞社から「問われる札幌のまちづくり」というテーマでの取材を受けました。

このことは、私自身にとっても改めて深くこのテーマについて考えてみる契機になりました

が、以下はその折の論旨を、本稿用に改めて書き起こしたものです。

２－１ 札幌のまちづくりのスキーム（手順）

「札幌のまちづくり」において、私が考えるコンセプト・テーマ設定等の手順は次の通りとな

ります。

① 札幌のポジションについて

札幌の一極集中が問題とされていますが、必ずしもそうなのだろうかと考えているところです。

北海道全体の底上げを図るための意図や戦略的位置づけが明確であれば、札幌の強化のデザイ

ンは容認されるべきであると思います。

さらに世界的レベルでみても札幌が超一流な魅力的な都市となっていくことにより、北海道全

体の底上げが図られていくことや、或いは札幌で蓄積されたエネルギーを地方都市活性化の為に

転換していくことも札幌には求められているのではないだろうかと考えています。

② タウンブランド力を持つ地域・都市（まち）について

札幌は利便性には優れているものの、果たしてそこに暮らす人々が本当に愛着や誇りを持ち得

るまちなのだろうかと考えてしまうことがしばしばあります。

翻って、外（インターナショナルレベルも含めて）からの人とモノと金を呼び込むことが出来

なければ、札幌の一極集中は単に道内各地から高齢者を中心にした人口移動がなされるだけの現

象であって、北海道全体を引き上げるための橋頭堡あるいはエンジンとしての重要な役割を果た

していないことになります。

そのためには、先ず何よりもそこに住む人自らが魅力を感じなければ、外の人が魅力を感じる

わけがありません。自らが魅力を感じるという事はどういうことなのでしょうか。恐らくは先ず

そこに住む人が自らのまちに愛着と誇りを持ち得るか否かということだと思います。そんなまち

をつくっていかなければ、どう間違っても外からの人は呼び込めるわけがありません。人を呼び

込めなければ、お金もモノも情報も伴ってはきません。

「札幌のまちづくり」の第一歩として先ずは「世界ブランド都市・さっぽろ」として、日本を

はるかに越えて世界中の国から評価され、位置づけられるレベルの魅力ある街にするためには、

札幌のタウンブランドとは何かを構想し、定着させていくことの議論から始めなければならない
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と思います。

例えば、アメリカのシカゴは建築物の博物館と称されるほどに建築関係者にとっては魅力的な

街です。でもやはりこの街の「都市ブランド」は「魅惑の１マイル」とネーミングされたシカゴ

美術館からミシガン湖畔までの１マイル（約１．６km）のメインストリートではないかと思ってい

ます。

ネーミングそのものもブランド性を持つ、秀逸なネーミングだと理解しています。札幌も参考

にしない手は無いと思いつつ、シカゴのこのメインストリートを歩いていたことが思い出されて

います。

③ テーマの選択

私は、前項で「世界ブランド都市・さっぽろ」実現のためには、札幌のタウンブランドとは何

かを構想し定着させていくことの議論が必要だと述べましたが、私個人の中では既にその結論の

一つとして、「世界ブランド都市・さっぽろ」を実現させるためのキーワードには「都市の格」

というものがあると思っています。

これをどのようにして創っていくのか、そのためには足がかりとなる文脈をどこに求めるの

か、あるいはそのツール（道具立て）は何にするのかを考えていくことになりますが、ここで今

一度先に論述しましたところの＜図―１＞をご覧下さい。例えば、ここには「内発的発展」や

「コンパクトシティ」といった幾つかの要因やキーワードが提示されています。私はこの中の諸

要因のうち、特に札幌においては、やはり優位性が高くかつ実効性を見込まれるものとして「歴

史・文化再生」に注目していきたいと思っています。歴史・文化をテーマとして選択し、これを

軸としたまちづくりのグランド・デザインの構築を図り、併せて北海道外に対して明確な意図を

持った発信を行うことにより、さらにスパイラル的な成果を得ていく戦略が不可欠となります。

「歴史・文化の再生」をテーマとした世界的成功事例の一つとして挙げられるものに、フラン

ス・ストラスブールの「生活空間の磁場づくり」といわれている都市戦略があります。アルザス

・ロレーヌ地方の歴史・文化を掘り起こし再生していくことと、都市環境の保全に徹底的にこだ

わった都市再生戦略です。

そこには、彼らのこの都市戦略のシンボルとして位置づけた「LRT（Light Rail Transit）」注２）運

行のために「１．７５％交通特別法」の制定まで実行している、強固でしたたかな都市戦略を読み取

る事が出来ます。

「我々は、徹底的に固有の歴史・文化の再生と都市環境の保全に配慮し、豊かで安全・安心な

『生活空間』を確保した街をつくった。」ストラスブール市民は誇り高く、外に向けて発信したの

です。

その結果なにがそこに起きてきたのでしょうか。

注２）LRTはトラムともいわれている。これは従来の路面電車を改良して近代化したものであり、低騒音で乗り心地の点においても改良が加え
られている。特に最近導入されている新車両は低床式のものが主流となっていて、高齢者や障がい者にとっても利用しやすい乗り物となってい
る。またLRTを都心部に導入して、トランジットモールを取りいれることによって都心部の活性化に役立てている都市も多い。
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そこに住む市民にとって様々なメリットが生じたのは当たり前の事ですが、それと同時に、ス

トラスブールには大学や公的な機関を含め多くの企業が移って来ました。豊かで安全・安心な

「生活空間」を磁場（マグネット）として将にスパイラル的な知的産業の集積が始まったのです。

翻って札幌の青写真はどのように描けるのでしょうか。

このストラスブールの例を引くまでも無く、札幌での可能性を見出そうとするならば歴史・文

化を軸として、「都市の格」をつくり上げることが青写真のひとつの可能性であることは先にも

述べたとおりです。

それではこのテーマの基本となるべき歴史・文化の原点をどこに求めるのか。

私は間違いなくその原点は、「明治１０年開拓使プロジェクト」にあり、都市計画的見地からみ

れば「旧道庁赤レンガ」から東に延びる北３条通りを軸とした産業集積ゾーンと札幌農学校関連

施設群以外は無いと考えています。

特に、私は北３条通りを軸とした産業集積ゾーンに強いこだわりを持っています。サッポロビ

ールの生みの親とも言われており、その潔い生き方から、後世の人々に「夢のサムライ」と称さ

れている村橋久成注３）に対する個人的な憧憬があったためなのかもしれませんが、ともあれこのゾ

ーンをトレースすることから、真の「世界ブランド都市さっぽろ」づくりが始められると思って

います。

④事業展開におけるハードとソフトのバランス

今日夕張市の破綻問題に象徴されるように地方自治体の財政は相当に逼迫している状況にあり

ます。色々な面において恵まれているといわれている札幌市であっても、決して他人事であると

済まされる事では無い環境にあるといえます。このような環境のもとで、事業コストをどう考え

ていくのかという課題を併せて解いていく必要があります。

一方的な公共投資の全否定ではなく、コストパフォーマンスを意識し、投資にメリハリをつけ

ることや、ハードだけではなくソフトも組み合わせた投資の在り方などをそれぞれのプロジェク

ト推進の中でより具体的な形で考えてみることが重要なことです。

詳しくは後段のまちづくりビジネスのところでもう一度触れてみたいと思います。

ここまで本稿の前半部に当たります、第１章地域・都市政策（まちづくり）に関わる潮流と第

２章「札幌のまちづくり」のグランドデザインにおける「札幌のまちづくりのスキーム（手

順）」について考察してまいりました。紙面の都合により第２章後半部以降の、より具体的な戦

略展開に触れる「札幌のまちづくり戦略」は次号においてご紹介したいと思います。

引き続きご高覧戴ければ幸甚です。

注３）村橋久成（※天保１３年（１８４２年）薩摩藩加治木島津家一門に生まれ、明治２５年（１８９２年）神戸において行路病死者として死去。享年５１
歳）
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
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前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９０．９ △３．６ r１０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ r１０５．１ ２．５ ９０．０ ３．１ r ９０．１ ３．０
１８年度 p９３．６ ３．０ p１０６．９ ４．７ p９４．５ ２．６ p１１０．２ ４．９ p８８．１ △２．１ p９１．５ １．６

１８年１～３月 ９４．３ ０．０ r１０３．８ ３．０ ９４．６ △１．３ r１０７．２ ４．７ ９２．７ ３．１ r ９４．７ ３．０
４～６月 ９３．１ ３．７ r１０５．２ ４．７ ９５．７ ５．５ r１０８．７ ５．８ ９０．２ ０．４ r ９３．９ １．６
７～９月 ９１．４ ２．１ r１０６．６ ５．６ ９２．１ １．３ r１０９．９ ５．６ ９２．４ １．４ r ９４．６ ０．７
１０～１２月 ９２．９ ３．１ r１０８．９ ６．０ ９３．５ １．９ r１１１．６ ５．３ ９３．１ ４．２ r ９８．２ ４．２

１９年１～３月 p９７．４ ２．８ p１０７．４ ２．９ p９７．２ ２．２ p１１０．８ ２．８ p９０．８ △２．１ p９６．１ １．６
１８年 ３月 ９３．５ ０．３ r１０４．３ ３．２ ９２．６ △３．９ r１０７．５ ４．５ ９２．７ ３．１ r ９４．７ ３．０

４月 ９３．０ ０．９ r１０４．９ ４．１ ９４．５ ０．９ r１０８．８ ５．１ ９０．７ １．３ r ９４．７ ３．０
５月 ９３．２ ６．７ r１０４．６ ４．７ ９５．７ ９．７ r１０８．２ ６．８ ９０．５ ２．１ r ９３．８ １．３
６月 ９３．１ ３．３ r１０６．１ ５．３ ９６．９ ５．９ r１０９．２ ５．６ ９０．２ ０．４ r ９３．９ １．６
７月 ９３．４ ５．０ r１０６．０ ５．６ ９４．３ ３．６ r１０９．１ ５．６ ９１．７ ２．０ r ９３．６ ０．６
８月 ９１．３ ２．０ r１０７．２ ６．１ ９１．８ １．２ r１１１．３ ６．４ ９２．２ ２．４ r ９４．０ ０．４
９月 ８９．４ △０．２ r１０６．７ ５．１ ９０．１ △１．０ r１０９．３ ４．６ ９２．４ １．４ r ９４．６ ０．７
１０月 ９２．４ ３．９ r１０８．３ ７．５ ９２．３ ２．５ r１１０．８ ５．９ ９２．５ ２．０ r ９５．８ ３．４
１１月 ９３．３ ２．６ r１０８．７ ５．２ ９４．７ ２．７ r１１２．２ ５．６ ９２．４ １．４ r ９６．９ ２．９
１２月 ９３．０ ２．７ r１０９．６ ５．１ ９３．６ ０．５ r１１１．８ ４．５ ９３．１ ４．２ r ９８．２ ４．２

１９年 １月 ９７．９ １．９ r１０７．１ ４．４ ９６．７ △０．８ r１１１．４ ４．７ ９３．８ ４．１ r ９７．２ ２．５
２月 r ９７．９ ４．２ r１０７．９ ３．１ r ９７．４ ３．２ r１１１．４ ３．１ r ９１．６ ２．０ r ９６．６ １．８
３月 p９６．３ ２．０ p１０７．２ １．６ p９７．５ ４．１ p１０９．７ １．０ p９０．８ △２．１ p９６．１ １．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 r ９８７，７３３ △３．０ r ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ r ８７，５８７ ０．３ r ６３６，９８７ △３．７ r １２４，９８９ △３．２
１８年度 p９８３，５１０ △１．６ p２１１，７２３ △０．９ p３３０，５１２ △２．６ p ８６，１３０ △０．８ p６５２，９９８ △１．１ p１２５，５９３ △１．０

１８年１～３月 r ２３７，６４９ △２．４ r ５１，１７７ △１．７ ８３，６４６ △１．８ r ２１，１５５ ０．４ r １５４，００３ △２．７ r ３０，０２１ △３．２
４～６月 r ２３８，１４５ △２．６ r ５１，０７９ △１．２ ７８，５５７ △２．９ r ２０，２３９ △１．２ r １５９，５８８ △２．５ r ３０，８３９ △１．３
７～９月 ２３７，３０７ △１．０ r ５１，４６１ △０．２ ７９，５７５ △１．０ ２０，４４０ △０．４ １５７，７３２ △１．１ r ３１，０２１ △０．１
１０～１２月 ２６９，５９６ △１．６ ５７，７３４ △１．７ ９３，１７４ △３．４ ２４，６０５ △１．６ １７６，４２２ △０．６ ３３，１２９ △１．８

１９年１～３月 p２３８，４６２ △１．２ p ５１，４５０△０．４ p ７９，２０５ △２．９ p ２０，８４５ △０．１ p１５９，２５７ △０．３ p ３０，６０５ △０．７
１８年 ３月 r ８４，６４６ △２．４ r １７，４３８ △０．３ ３０，９８７ △１．６ r ７，５９２ １．８ r ５３，６５９ △２．９ r ９，８４６ △１．９

４月 r ８０，８７６ △２．１ r １７，０４０ △０．９ ２７，０４９ △２．６ r ６，７９７ △０．４ r ５３，８２６ △１．９ r １０，２４２ △１．３
５月 r ７９，０７３ △２．９ r １６，９８９ △１．６ ２５，５０７ △２．７ r ６，７１６ △１．２ r ５３，５６６ △３．０ r １０，２７３ △１．９
６月 ７８，１９６ △２．９ r １７，０５０ △１．２ ２６，０００ △３．３ ６，７２６ △１．９ ５２，１９５ △２．７ r １０，３２４ △０．７
７月 ８４，２９３ △１．６ r １９，０９３ △１．４ ３０，１４７ △１．３ ８，３８５ △１．４ ５４，１４６ △１．８ r １０，７０８ △１．３
８月 ７７，６１２ △０．８ r １６，４１７ ０．１ ２４，００６ △０．９ ５，７７４ △０．８ ５３，６０７ △０．７ r １０，６４３ ０．７
９月 ７５，４０２ △０．７ r １５，９５１ ０．８ ２５，４２３ △０．６ ６，２８２ １．３ ４９，９７９ △０．８ r ９，６６９ ０．４
１０月 ８０，８８３ ０．５ r １７，１８５ △１．７ ２８，０４９ ０．６ ７，０５６ △２．０ ５２，８３５ ０．４ r １０，１２８ △１．４
１１月 ８０，２０６ △２．９ r １７，７９２ △０．８ ２７，３０７ △４．４ r ７，５９９ △０．３ ５２，９００ △２．０ r １０，１９２ △１．２
１２月 １０８，５０６ △２．２ r ２２，７５７ △２．４ ３７，８１９ △５．６ ９，９４９ △２．２ ７０，６８７ △０．２ r １２，８０８ △２．６

１９年 １月 ８５，３９９ △１．３ １８，９３６ △０．５ ２８，２３２ △２．９ ７，６５７ ０．０ ５７，１６７ △０．４ １１，２７９ △０．９
２月 r ６９，７５８ △０．１ r １５，１２５ ０．５ r ２２，０９２ △１．５ r ５，８４３ １．５ r ４７，６６６ ０．６ r ９，２８２ △０．２
３月 p ８３，３０５ △２．０ p １７，３９０ △１．１ p ２８，８８２ △３．９ p ７，３４６ △１．５ p ５４，４２３ △０．９ p １０，０４４ △０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２４ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３１／本文／０２４～０２７　主要経済指標  2007.05.16 19.42.01  Page 24



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８

１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ １００．３ ０．２ ９９．９ △０．１ １１６．８８ １７，０６０
４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ １００．６ ０．５ １００．３ ０．２ １１４．３８ １５，５０５
７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１６．１９ １６，１２８
１０～１２月 １０５，６２２ △０．１ １８，７８９ △０．７ １００．７ ０．６ １００．３ ０．３ １１７．７７ １７，２２６

１９年１～３月 ９４，６５３ △１．７ １７，５３２ △１．１ １００．０ △０．３ ９９．８ △０．１ １１９．４４ １７，２８８
１８年 ３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ １００．３ ０．１ ９９．９ △０．２ １１７．３１ １７，０６０

４月 ３２，２４８ △３．７ ５，９３７ △５．０ １００．４ ０．２ １００．１ △０．１ １１７．１１ １６，９０６
５月 ３４，７４１ △２．０ ６，１３３ △２．９ １００．７ ０．３ １００．４ ０．１ １１１．５１ １５，４６７
６月 ３５，６７６ △１．０ ６，３２５ ０．６ １００．８ ０．９ １００．４ ０．５ １１４．５３ １５，５０５
７月 ３６，８１０ △４．９ ６，５１５ △５．２ １００．４ ０．７ １００．１ ０．３ １１５．６７ １５，３４３
８月 ３９，８１０ △１．０ ６，８１０ △１．８ １００．９ １．３ １００．８ ０．９ １１５．８８ １６，１４１
９月 ３５，３６１ △１．９ ６，１６９ △３．４ １０１．１ １．２ １００．８ ０．６ １１７．０１ １６，１２８
１０月 ３５，３４２ ０．３ ６，２６２ △０．６ １００．９ ０．８ １００．６ ０．４ １１８．６６ １６，３９９
１１月 ３３，４８４ △０．２ ５，９８５ △１．５ １００．５ ０．５ １００．１ ０．３ １１７．３５ １６，２７４
１２月 ３６，７９６ △０．３ ６，５４２ △０．２ １００．７ ０．６ １００．２ ０．３ １１７．３０ １７，２２６

１９年 １月 ３２，０５６ △１．６ ５，８３５ △０．７ １００．５ ０．１ １００．０ ０．０ １２０．５８ １７，３８３
２月 ２９，６４５ △１．９ ５，４６８ △１．１ ９９．７ △０．５ ９９．５ △０．２ １２０．４５ １７，６０４
３月 ３２，９５２ △１．７ ６，２２９ △１．４ ９９．８ △０．５ ９９．８ △０．１ １１７．２８ １７，２８８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３１ △４．２

１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５
４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６
７～９月 ４４，３８９ △４．１ １０，４７２ △９．３ ２０，２１３ △１０．８ １３，７０４ １３．５ １，１１７，８１６ △４．５
１０～１２月 ３５，５６７ △４．９ ９，２１５ △１．７ １４，９３６ △１５．４ １１，４１６ １０．２ １，０２５，５０９ △１．０

１９年１～３月 ５０，６７８ △８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △５．８
１８年 ３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５

４月 １５，４３３ ０．８ ３，５５７ △５．６ ７，２４５ △１．６ ４，６３１ １０．７ ３１２，８４２ △５．０
５月 １４，３３９ △１．７ ３，４１８ △１１．１ ６，３３１ △７．２ ４，５９０ １７．０ ３２２，７０７ △６．４
６月 １５，８９４ △１２．３ ３，７８９ △１６．８ ７，１６６ △２１．４ ４，９３９ １１．０ ４０５，７６８ △２．８
７月 １６，５５４ △２．８ ３，８４１ △１２．５ ８，００９ △４．３ ４，７０４ １０．４ ３９６，２６６ △６．２
８月 １１，３２０ △４．０ ２，７４５ △３．５ ５，１２８ △１３．４ ３，４４７ １３．８ ２８３，４４６ △２．５
９月 １６，５１５ △５．４ ３，８８６ △９．８ ７，０７６ △１５．４ ５，５５３ １６．０ ４３８，１０４ △４．３
１０月 １２，４６６ △５．１ ２，９６３ △２．７ ５，５５０ △１２．７ ３，９５３ ５．９ ３３２，３５１ △３．６
１１月 １２，７７１ △５．４ ３，３７５ ２．１ ５，２９８ △１７．８ ４，０９８ ９．４ ３６２，２５３ △０．９
１２月 １０，３３０ △４．０ ２，８７７ △４．８ ４，０８８ △１５．８ ３，３６５ １７．０ ３３０，９０５ １．６

１９年 １月 ９，７７３ △６．７ ２，６７６ ４．２ ４，０１２ △１９．６ ３，０８５ ５．６ ３０８，２５５ △５．３
２月 １３，２６８ △９．５ ３，４３３ △１．４ ５，５９８ △１９．６ ４，２３７ ０．８ ４２４，９３７ △４．２
３月 ２７，６３７ △８．９ ７，２２０ ２．８ １１，８９７ △２１．０ ８，５２０ ３．３ ６３９，４９７ △７．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２５ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３１／本文／０２４～０２７　主要経済指標  2007.05.16 19.42.01  Page 25



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０

１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８４２ ４．９ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０８ ３．８
４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３３ １５．４
７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１
１０～１２月 １４，２９６ △１０．０ ３，４１７ ５．２ １２０，１７６ △１９．６ ２９，６７９ △３．１ ２９，８８４ △１．６

１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △１．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △３．３
１８年 ３月 ３，８６８ ５５．４ ９４３ ３．９ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６

４月 ４，３４０ △５．５ １，１１３ １５．０ １５１，８３３ ８．２ １１，４０２ △１７．３ １０，２３０ １２．２
５月 ４，９３２ １．６ １，０８７ ６．７ ９６，８９９ △１８．６ ８，５２６ △０．７ ９７，５５６ １５．８
６月 ５，１３５ △１．４ １，１４３ ４．７ １２８，２４６ △２９．１ １１，３１６ △１３．２ １３，３４８ １７．７
７月 ５，４５５ ２３．９ １，０６６ △７．５ １１７，５０２ △９．６ １１，１６５ △４．３ ８，８０３ △１．２
８月 ４，４８３ △１４．２ １，１１２ １．８ １１４，７２６ △２．４ １０，３６７ △１３．９ ９，１５６ △０．５
９月 ４，６８７ △６．７ １，１２４ ４．０ ９０，７００ △１４．４ １２，６４６ △１０．６ １３，０５２ △１．５
１０月 ５，３８４ △１０．３ １，１８４ ２．２ ６３，９５５ △１１．８ １２，１３０ △２．０ ８，６１５ △１．２
１１月 ４，５２７ △２８．８ １，１５４ ４．０ ３５，３８５ △１４．７ ９，０７１ △５．６ ９，９４７ ０．７
１２月 ４，３８５ ２４．３ １，０７９ １０．２ ２０，８３６ △４１．２ ８，４７９ △１．７ １１，３２２ △３．８

１９年 １月 １，７６４ △１．０ ９２２ △０．７ １３，１４６ １．０ ６，１２０ △０．９ ８，５１６ ２．６
２月 ２，１２４ △３．４ ８７３ △９．９ １０，６０４ △１９．３ ５，７７８ △４．６ ９，６７２ △４．２
３月 ２，７３０ △２９．４ ９９５ ５．５ １１７，２９０ １７．９ １５，８４０ １７．１ １４，９９８ △５．８

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９８ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５９ １．０６ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３

１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４
４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７
７～９月 ４，１０８ ２．８ ０．６１ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８
１０～１２月 ３，１０３ ３．１ ０．６０ １．０７ ５．４ ３．９ １３２ △４．３ ３，３６６ △２．０

１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５９ １．０５ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７
１８年 ３月 １，００７ △０．９ ０．５１ １．０２ ５．５ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１

４月 ８２３ ０．１ ０．５６ １．０４ ↑ ４．３ ６０ ５３．８ １，０８７ １４．９
５月 １，１０２ ６．３ ０．６４ １．０６ ５．４ ４．１ ３７ △２１．３ １，０８３ １．０
６月 １，１５９ ３．０ ０．６１ １．０７ ↓ ４．１ ４６ ０．０ １，１１１ △８．０
７月 １，２８１ ２．２ ０．６１ １．０９ ↑ ４．０ ４３ △１０．４ １，０５１ ２．６
８月 １，５１９ ４．７ ０．６２ １．０８ ５．３ ４．１ ３１ △４６．６ １，１６９ １．５
９月 １，３０８ １．４ ０．６１ １．０８ ↓ ４．２ ３８ ５．６ １，０３０ ４．３
１０月 １，２４２ ６．１ ０．６０ １．０７ ↑ ４．２ ５２ ３６．８ １，１６６ △０．４
１１月 ９４０ ４．９ ０．５９ １．０７ ５．４ ３．９ ３９ △２６．４ １，０９１ △２．１
１２月 ９２５ △１．８ ０．６０ １．０７ ↓ ３．７ ４１ △１２．８ １，１０９ △３．５

１９年 １月 ８３８ △２．０ ０．６６ １．０６ ↑ ４．０ ３８ △１７．４ １，０９１ ４．０
２月 ９２６ ８．３ ０．６０ １．０５ ５．５ ４．１ ４９ ２．１ １，１０２ ５．６
３月 １，０１９ １．２ ０．５０ １．０３ ↓ ４．２ ７２ ４６．９ １，２４７ △０．６

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度は原数値、四半
期は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２６ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３１／本文／０２４～０２７　主要経済指標  2007.05.16 19.42.01  Page 26



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 ２１６，７１８ △３．９ ５６０，６０３ ６．３ ６７１，０５７ △７．６ ４４８，５５２ ４．２
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 p３２４，５６０ ２３．１ ７７４，６２４ １３．４ p１，２６３，７３４ ３０．９ p６８４，１３９ １３．１

１８年１～３月 ６５，６３６ ７．９ １７６，６７３ １７．５ ２８４，８５２ ３６．７ １６２，１２８ ２８．２
４～６月 ７２，６３５ ２７．２ １８１，０３０ １４．７ ３３２，８４２ ５１．９ １６３，３６３ １９．４
７～９月 ８０，７５１ ２５．８ １９２，８９６ １５．６ ３１４，１４０ ２３．３ １７２，３９９ １６．７
１０～１２月 ８９，８２９ １０．２ ２０１，８６２ １１．２ ３２０，２０５ １３．２ １７５，５５２ １０．８

１９年１～３月 p ８１，３４６ ２３．９ １９８，８３６ １２．５ p２９６，５４９ ４．１ p１７２，８２４ ６．６
１８年 ３月 ２９，５４７ ２４．７ ６８，１４２ １８．０ １０１，３５９ ３４．４ ５８，７５０ ２５．９

４月 ２４，８９０ ４．１ ６１，２８９ １１．３ １０２，０１９ ２２．７ ５５，１８２ ２１．１
５月 ２２，６１２ ４７．０ ５７，０３４ １８．９ １１９，７２４ ５３．３ ５３，４７１ １８．５
６月 ２５，１３３ ４１．１ ６２，７０７ １４．５ １１１，０９８ ９２．０ ５４，７１０ １８．４
７月 ２６，４００ ４３．０ ６３，２０７ １４．２ ８９，１８１ ３８．５ ５４，６９５ １７．０
８月 ２８，０９８ １６．２ ６１，４０５ １７．６ １１３，００９ ２１．３ ５９，４８７ １６．２
９月 ２６，２５３ ２１．９ ６８，２８４ １５．２ １１１，９４９ １５．１ ５８，２１７ １６．９
１０月 ３８，３５０ ３５．６ ６５，９７５ １１．６ １０２，５２０ ７．５ ５９，８４１ １７．５
１１月 ２４，３７０ △１２．８ ６６，２９６ １２．１ １０６，８７７ ２７．７ ５７，２１７ ７．６
１２月 ２７，１０８ ７．３ ６９，５９１ ９．８ １１０，８０８ ６．７ ５８，４９５ ７．７

１９年 １月 ２４，１１５ ３０．４ ５９，５３２ １９．０ r １１３，４１１ １８．２ ５９，５６７ １０．３
２月 r ２７，２８２ ５５．１ r ６４，１７７ ９．７ r ７５，８１０ △１３．４ r ５４，４３１ １０．２
３月 p ２９，９４９ １．４ r ７５，１２７ １０．３ p１０７，３２８ ５．９ p ５８，８２６ ０．１

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 １２０，７２６ ０．５ ５，１５８，０２３ ２．０ ８６，７０８ △０．３ ４，０１３，０５１ △３．２
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９

１８年１～３月 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
４～６月 １２３，９５１ ０．５ ５，２７７，４２２ １．２ ８６，６５９ ４．６ ３，９３１，９１７ ３．２
７～９月 １２３，７４５ １．０ ５，２５４，７０２ ０．１ ８８，４４８ ３．７ ３，９６４，３９４ １．９
１０～１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年１～３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１８年 ３月 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６

４月 １２５，１２７ １．４ ５，３０９，００１ １．５ ８９，１４１ ５．６ ３，９２２，４６２ １．８
５月 １２３，３１６ １．０ ５，３１２，０１５ １．３ ８７，５７３ ５．９ ３，９１８，４４６ ２．５
６月 １２３，９５１ ０．５ ５，２７７，４２２ １．２ ８６，６５９ ４．６ ３，９３１，９１７ ３．２
７月 １２３，４１６ ０．３ ５，２３４，９２１ ０．４ ８７，６７２ ４．３ ３，９３８，６８７ ２．６
８月 １２３，１１８ ０．６ ５，２３３，０３４ ０．４ ８７，８１５ ４．６ ３，９３１，７２６ ２．３
９月 １２３，７４５ １．０ ５，２５４，７０２ ０．１ ８８，４４８ ３．７ ３，９６４，３９４ １．９
１０月 １２２，９０３ ０．９ ５，２１４，５９７ ０．６ ８７，５３４ ２．８ ３，９２９，５６０ １．５
１１月 １２３，６２０ ０．４ ５，２７２，６５２ ０．２ ８７，９２８ ２．５ ３，９５４，２０７ １．９
１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年 １月 １２３，３１５ １．０ ５，２６２，０７５ ０．６ ８７，７４６ １．８ ３，９６８，５０９ １．７
２月 １２３，５１１ ０．５ ５，２７８，１０６ １．０ ８７，８０２ ０．６ ３，９６０，２３９ １．５
３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２７ ―
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●道内経済の動き�

●平成19年度道内企業の新規採用と雇用動向�

●まちづくりの新潮流と「札幌のまちづくり」の展望（1）�
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